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田中訪中における中国の国民教育キャンペーン




 The Japanese Prime Minister Kakuei Tanaka and the Chinese Premier Zhou Enlai proclaimed the joint 
governmental communiqué in September, 1972, declaring the normalization of the Sino-Japanese 
relationship. In the past forty years great achievements have been made in politics, economy and culture, 
but both countries have less and less good feeling about each other. The Chinese people did not show any 
strong opposition against the Tanaka ‘s visit to China and the normalization of the Sino-Japanese 
relationship in 1972 although they had experienced the bitter suffering from the breakage of families and 
the fall of the country during the Sino-Japanese war. This was because Zhou Enlai devised some policies 
to make publicity and persuasion among the high-ranking officials and the people for the normalization of 
the Sino-Japanese relationship. This paper will probe into how Zhou Enlai made the policies to initiate the 
less-known campaign in China, which can be useful to improve the relationship between China and Japan 
in the 21st century.
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 1） 加藤青延解説委員「時事公論：悪化する日中国民感情」NHK2011年 8 月25日放送。
 2） 国務省スタッフのウィンストン・ロードが記録した毛沢東、周恩来、キッシンジャー、ニクソンの談話記録である “THE KISSINGER 







































 3） 拙作「日中国交正常化における中国の対日外交戦略」『国際公共政策研究』第11巻第 2 号、2007年 3 月。
 4） 筆者は2007年11月19日東京で、アメリカに亡命した中央文献研究室周恩来研究組元責任者高文謙氏にインタビューした。
 5） 姫鵬飛「飲水不忘掘井人―中日建交記実」安建設編『周恩来の最後歳月1966－1976』中央文献出版社、2002年、329頁。










































































 9） 筆者は2006年 8 月 7 日北京で、新華社第一期駐日記者だった呉学文氏にインタビューした。





























































































































































































































18） 竹内実の試算。『産経新聞』1971年 9 月23日。
19） 朱建栄「中国はなぜ賠償を放棄したか」『外交フォーラム』1992年10月、39頁。なお、上海国際問題研究所の呉寄南氏は追加説
明してくれた。










































































23） 2008年 1 月24日、上海国際問題研究所で呉寄南氏にインタビュー。
国際公共政策研究  第16巻第 2 号72
　この政治教育は上海では 9 月末までほぼ完了したが、北京と東北などでは10月以後も継続された。
東北での教育は難航し、その人民代表が北京を訪れ、「賠償を取らない方針は分かるが、東北地方で
は15年荒らされ非常な損害を受けているので、東北地方に関する限りは賠償を取って、我々の損害
を補償してもらいたい」と周恩来に申し入れたといわれている
24）
。このようなことに対し、周恩来
は、日中国交樹立後も、日中問題について国民教育を継続させようと指示した。
　これらの宣伝教育によって、中国国民の日本へのわだかまりが完全に解けたわけではないが、そ
の不満はかなりの程度ガス抜きにされた模様だ。言論は厳しく統制された中で、国民の毛沢東、周
恩来への信頼感をうまく利用して、政府主導で国民説得のキャンペーンを通じてかなりの成果を挙
げたのは事実である。新聞でも、72年 8 月から、「日本」と関連する記事や解説は頻繁にラジオや新
聞などによって紹介され、中国人は日本の経済発展や国家の近代化建設に大きな関心を寄せ始めた。
わずか30年足らずの短い歳月を経て、日本が廃墟から近代的な国家を再建したこの奇跡は、経済発
展に挫折していた中国にとって、最も身近な手本となった。多くの中国人はそれ以後、日本に関心
を持ち、73年以後に始まった日本語のラジオ放送が始まると文革中にもかかわらず、全国的に日本
語の勉強ブームが湧き起こった。
　日本人は当時、テレビや新聞報道を通じて田中首相一行の訪中で人民大会堂で宴会した場面、天
安門広場、万里の長城を見学したシーンしか見ていないが、首脳会談が実現した舞台裏では周恩来
が表舞台（対日直接交渉）に劣らない苦労と努力を払って、幹部や軍人、一般国民に対して大規模
な「日中友好」に関する説得と教育のキャンペーンを行ったことをほとんど知らないだろう。周恩
来の直接指導下、指導部は国民に対して涙ぐましい説明、説得の努力をしたことで、田中首相一行
が訪問先の北京や上海で素直な歓迎を受けたのである。
6 ．終わり
　周恩来が主導した日中国交正常化関連の国民説得 ･ 教育キャンペーンは基本的には上から下への、
一方通行的なものだった。賠償問題でも一部の不満を調べたものの、その説得キャンペーンを通じ
て果たして不満と反発はすべて消えたのかどうか、明らかにされていない。そもそも対日賠償請求
を放棄すべきかどうかという重大な問題について事前に国民の同意を求めていなかった。その後の
成り行きを見れば、賠償放棄に反対し、民間賠償を追求していく潜在的勢力はずっと存在し、80年
代以降、童増ら民間賠償促進の活動家は華北地域で数百万人の賛同の署名も集めた。
　賠償放棄にしろ、国交正常化にしろ、中国指導部が国民を説得するに当たって挙げた理屈は、一
つのもろい仮説の上に立っていることを指摘しなければならない。すなわち「日本人民をごく一部
の軍国主義者から区別する」論理である。そのような中国式の仁義観とマルクス主義の学説に由来
24） 朱建栄「中国はなぜ賠償を放棄したか」前掲、39頁。
 73田中訪中における中国の国民教育キャンペーン
する論理は近代国際関係の一般的ルールと合わない部分もある。そのため、日中国交が40年近くに
なっても、日本国内では戦争賠償や謝罪のことはとっくに政府文書で解決済みとの認識があり、だ
から、「小泉首相は A 級戦犯を合祀した靖国神社に参拝するのは自分の自由だ」と主張するが、中
国側からすれば、そのような論理観に由来する価値判断はいつまでも存在するものだ。賠償放棄は
現在の日本政府と日本国民が完全にかつての「侵略国家日本」と決別した前提の下で行われたもの
で、現役首相がかつての対中侵略の首謀者東条英機などを合祀した神社に参拝に行ったり、現役閣
僚が侵略戦争を弁護する発言をしたりすると、中国国内では「では今の日本政府首脳とかつての侵
略国家首脳と一脈通ずるものではないか」「我々は一体、何のために賠償を放棄したのか」との疑問
が出て来やすくなる。それは周恩来以後の中国指導者にとって常に、その対日政策が批判されやす
い圧力になってしまう構造的な原因でもある。
